
精神障害者の就労に関する現状と課題
「大分県内の精神障害者を対象に実施した就労を中心とした

生活に関する２次調査」を基に

三 城 大 介

Ⅰ 問題の所在

精神障害者が、その人なりの生活を自己選択し決定するのは当たり前のことである。そもそ
も、「精神障害者が」といった精神障害者の生活に限定した表現で、そのことを問題の切り口に
もってくること自体がもはや問題であるといえる。障害の有無に関わらず自立した社会参加を、
自己選択し決定するのは当然だからだ。しかし、「精神障害者が」といった限定的な表現で、そ
のことを問題にしなければならないほどに、精神障害者の社会参加が、その人なりの生活を自己
選択し決定できていない状況にあることも現実であろう。

そして、精神障害者が自立した社会参加を継続するには、その人なりの社会的役割や生活の原
資を得るためにも、就労することが重要である。

その精神障害者の就労支援に関係する制度に、ここ数年で大きな変化が起こっている。２００６年
の障害者自立支援法施行により他障害のそれと乗り入れが可能（１）になったことに加えて、同年か
ら精神障害者雇用が法定雇用率（２）に算入された。また、この年度から制度化された精神障害者退
院促進事業により、精神障害者の地域移行が基礎自治体を中心に各地で取り組まれている。退院
促進事業の中心的課題として就労支援があることは、言うまでもない。

そこで、精神障害者の就労支援の現状を調査・分析し、基礎自治体ごとに取り組まれている精
神障害者の就労支援に関する課題を探ることにする。具体的には、大分精神障害者就労推進ネッ
トワーク（３）が、２００７年に「大分県内の精神障害者を対象に実施した就労を中心とした生活に関す
る２次調査」（以下『２次調査』と表記）の結果を基に、大分県内で暮らす精神障害者の現状を
分析し、就労支援に関する課題を明らかにしてゆく。なお、２次調査の詳細な報告は、２００８年３
月に大分精神障害者就労推進ネットワークが福祉医療機構の助成を受けて発行した「ささえあい
マニュアル 支援があれば働ける（４）」に掲載している。

Ⅱ 方 法

２次調査の結果から就労支援に関する調査結果を抽出し、分析と考察を行う。

１ ２次調査の概要
対象者は、精神疾患により精神科等で自立支援医療を受けている大分県内在住者。調査期間は

２００７年９月１日から３０日までの間で実施した。
調査方法は個別面接調査法による。調査協力団体として、大分県精神障害者社会復帰施設連絡

協議会、大分県精神病院協会・同精神保健福祉部会、大分県精神障害者施設協議会、大分県精神
保健福祉士協会、大分県中小企業家同友会、大分障害者職業センター、大分労働局、大分県総合
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表１ サンプル数の内訳
病院 施設

サンプル数 ３２５ １８７

雇用推進協会障害対策部、大分県福祉保健部、別府大学地域社会研究センターに調査協力をいた
だいた。個別面接は、大分精神病院協会（所属する４０病院のうち２７病院で実施）、大分県精神障
害者福祉会連合会（加盟する１４地域福祉会で実施）、大分県精神障害者社会復帰施設連絡協議会
（加盟する１７施設のうち１１施設で実施）で実施した。

２ ２次調査の手続き
調査対象者のサンプル抽出の方法については、県内の精神科等で自立支援医療を利用者から無

作為抽出すれば最も信頼性が高くなるが、個人情報保護法によりそれをすることは不可能なた
め、調査に協力してくれた病院・施設の中で最も利用者（入所、通所、入院、通院等の利用）が
少ない病院・施設のサンプル数を３とし、それぞれの調査実施病院・施設の利用者数の利用者比
率により算定した。なお、小数点以下は全て繰り上げた。

また、調査対象者が施設と病院で重複する可能性があるため、面接時に他の機関で面接調査を
受けたかどうか確認してから面接を開始した。

面接に当たる調査員には事前研修として、１回に２時間のセッションを３回実施し、その中で
事前に準備した面接マニュアルの点検、ロールプレイなどを取り入れた。また、面接調査時に面
接マニュアルと面接票を調査対象者に開示して実施するなど、調査内容の等質化を図る工夫も
行った。

また、面接票には通し番号を付けずに配布し、プライバシーの確保にも配慮するとともに、面
接時に調査の趣旨を書面にて説明し、同意を得てから面接調査を開始した。病院・施設で聞き取
りを実施したサンプル数の内訳を表１に示す。

作成した調査票の内容は、各項目別に以下のように設定した。
①基本属性：性別、年齢、手帳等級、診断名の各項目
②生活の場に関すること：現在の生活の場の状況、日常生活動作についての自己評価、生活する

上での身近な相談相手、運転免許証の所持、資格の所持、経済状況に関する各項目
③就労支援・地域生活支援の制度利用状況：福祉サービスなどの社会資源の利用状況、権利擁護

制度の利用状況の各項目
④医療の状況：過去の通院・入院歴や現在の受診状況、初診、直近の入院期間、入院者に対して

退院に関する意向についての各項目
⑤就労状況：就労経験の有無、目的、最も長く続いた期間、長く続いた理由（ご本人の印象評

価）、長く続かなかった理由（ご本人の印象評価）、就労時に使った社会資源、求職時の情報開
示（精神障害）、ここ１年間の就業状況、求職する上で必要だと思う社会資源についての各項目

⑥今後の生活（意向）について：生きる張り合い、将来の暮らしに対する希望、将来に対する不
安、現在の生活にとって利用できれば役に立つと思われる社会資源、障害を持つ人が地域や社
会に積極的に参加できるようにするために特に大切なこと、障害を持たない人への期待の各項
目

⑦自由記述：就労に関すること、生活全般に関すること、将来の生活の不安についての各項目
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図１ 年齢構成と精神伸保険福祉手帳の所持状況 N＝４１２

表２ 年齢構成別の精神保健福祉手帳の所持・非所持の構成
１５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳～

手帳所持 ０人 ２２人 ６５人 ９３人 ７５人 １５人 ３人
４６．８％ ６７．０％ ７５．６％ ６６．４％ ７１．４％ ３０．０％

非所持 １人 ２５人 ３２人 ３０人 ３８人 ６人 ７人
１００％ ５３．２％ ３３．０％ ２４．４％ ３３．６％ ２８．６％ ７０．０％

３ 分析手続き
小稿では、２次調査の分析結果から精神障害者と生活状況（医療、地域、家族、就業状況）に

ついて抽出し、精神障害者の地域における就労を中心とした生活状況を明らかにすることによ
り、今後の精神障害者就労支援の課題を明らかにするものである。よって、２次調査で明らかに
なった全ての結果を報告するものではない。

Ⅲ ２次調査の結果

１ 基本属性
⑴ 年齢構成と精神保健福祉手帳の所持状況
各年齢層での、精神保健福祉手帳の所持状況を図１で確認すると、各年齢層で２級所持者が多

いことがわかるが、手帳の非所持者も多くを占めている。そこで表２に各年齢層の手帳所持者、
非所持者の合計と割合を示す。働き盛りである２０代のみ手帳所持者より非所持者のほうが多く
なっている。このことから、２０代の精神障害者にとっての手帳取得は何らかのマイナス要因と捉
えられていると推測できる。それは、例えば精神疾患の多くが思春期に発症しやすいために、障
害の受容が未熟であるといった医療的な要因も考えられるが、そのことよりむしろ社会人として
職業選択を行う時期に当たるために、そのためには手帳取得がマイナスに作用していると判断す
る当事者が多いという予測が成り立つのではないだろうか。
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図２ 診断名 N＝４１２

図３ 生活の場と手帳等級 Ｎ＝４１２

⑵ 診断名による分類
統合失調症が最も多く２９４名で全体の７１．４％であった。その他には心因反応、強迫性障害、心

的外傷後ストレス障害、非定型精神病、アスペルガー障害、高次脳機能障害、感情性パニック障
害などが見られ、何れもサンプル数は３名以下の少数であった。

２ 生活の場に関すること
生活の場を手帳等級ごとに積み上げて表記したのが図３である。自宅生活者が２２３名で全体の

半数以上を占めていることから、地域生活の継続的な支援の必要性がうかがわれる。また、施設
利用者が２％にとどまり、グループホーム利用者の８％を加えても全体の１割程度にしかならな
い。加えて、その他の障害者施設利用者は２名のみであった。このことからも、自立支援法施行
後も自立支援施設への利用が進んでいないことがわかる。

自宅生活者の世帯状況は、親子世帯が最も多く１８６、ついで一人暮らし８８、無回答６８という結
果になった。
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図４ 自宅生活者の家族構成 Ｎ＝４１２

表３ 手帳等級と運転免許の所持状況
免許所持 運転免許の有無

合 計
１所持している ２所持していない

手帳 １級 ３ ４ ７
等級 ２級 １４０ ８７ ２２７

３級 ３２ ７ ３９
非所持 ７４ ６５ １３９

合計 ２４９ １６３ ４１２

３ 運転免許証の所持について
運転免許証所持者を精神保健福祉手帳の等級ごとに積み上げたのが表３である。公共交通機関

が充分でない地方都市において通勤手段の確保は重要であるし、運転免許証の所持が雇用条件に
挙げられる場合も多いため、運転免許の所持状況も整理してみた。

また、免許証所持の内訳に関しても整理してみると、普通２種や大型、大型２種といった職業
に直結しやすい資格を所持している当事者が、２４９名中４８名（１９．３％）いることもわかった。

４ 社会サービスの利用状況
現在利用している社会サービスの利用状況をまとめたのが表４である。これは、調査対象者に

表中にある社会資源の中から、現在利用している社会サービスを複数回答してもらった結果をま
とめたものである。社会サービスの中でも病院の医療相談室が８０、デイケアの５８といった医療系
のサービスに比べて、就業・生活支援センターやハローワーク、障害者職業センターといった就
労支援に関係するサービスの利用が低調であることがわかる。また、地域生活支援センター（就
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病院の医療相談室 ８０ 授産施設 ３９
市町村窓口 ３７ デイケア ５８
当事者グループ １３ 公営住宅 ２
成年後見制度 １ 社会適応訓練事業 １
ハローワーク ３４ グループホーム ５
障害者職業センター ２８ その他 １９
地域生活支援センター
（就業・生活支援センター） ３４

※数値は延べ人数

表４ 社会サービスの利用状況

図５ 医療機関利用状況 Ｎ＝３１５

業・生活支援センター）の利用も低調なことから、地域生活の継続のためのサービスもあまり利
用されていないこともうかがえる。

５ 医療に関する調査結果
医療機関の利用状況について、入院中の９７名を除く３１５名に聞いたところ、図５にあるように、

自立支援医療を中心とした制度利用であることがわかった。
初診時の年齢に関しては、２０代が最も多く、ついで１０代後半が多いといった精神疾患の発症時

期の特徴を裏付けるような結果になった。また、年代別の入院期間・入院回数に関しても、とも
に２０代が最も多く、就労を阻害する大きな要因だと思われる。

また、現在入院中の者９７名に対して、退院について質問したところ、６０名が「早く退院したい」
と回答したが、「もうしばらく入院したい」が１６名、「退院したいが現実的に無理」と答えた者が
２１名いた。そこで、「退院したいが現実的に無理」と回答した方にその理由を聞いたところ、「身
のまわりの世話を受けないと生活できないが、介助者がいない」「長期間入院しており、自分の
部屋がない」「家族（保護者）が高齢のため家に帰れない」といった医療以外の原因を選択した
者が９名いた。入院中の精神障害者の半数近くが、退院を肯定的に捉えていないことがうかがえる。
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図６ 働くきっかけになったこと Ｎ＝４１２

最も長く続い
た就労期間

最も続かなかっ
た就労期間

０ ３月未満 １８７
１４１ 半年未満 １１７
１３０ １年未満 ７７
１０７ ３年未満 １

４ ３年以上 ０
３８２ 計 ３８２

表５ 最も長く続いた・続かなかった就労期間

６ 就労に対する調査結果
就労経験の有無について質問したところ３８２名が就労経験があると回答した。そこで、就労経

験があると回答した３８２名の者に対して、働くきっかけになったことを問うと、「収入を得たい」
１７８名、「自立したい」６２名、「収入を得たい」と「自立したい」３７名と収入や自立に関する選択
肢に集中し、「家族の勧め」のように主体的でない選択肢を選んだ回答は少数であった。このこ
とからも、調査対象者の就労についての意識の高さがうかがえる。

しかし、就労に対する意識の高さとは裏腹に、実際の就労はあまり長続きしていないこともわ
かった。表５は、就労経験者にこれまでで最も長い就労期間を聞いた回答をまとめたものであ
る。就労経験があると回答した３８２名のうち最も長く続いた就労期間が３年以上と回答したのは
わずか４名という結果であった。また、最も続かなかった就労期間については、１名を除いて１
年未満と回答しており、半年未満と３月未満で全体の７９．６％を占める結果となった。精神障害者
の就労支援において、継続支援の必要性が重要であるといえる。

次に、直近の就労期間についてまとめたのが表６である。直近の就労期間については３０９名か
ら回答を得ることができた。これは、就労経験があると回答した者の中で精神保健及び精神障害
者の福祉に関する法律（精神保健福祉法）が成立した１９９５年以降に就労経験があると回答した者
の総数である。
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求職時の公開または非公開
合 計オープンに

した
オープンに
しなかった 覚えていない

直近の 半年未満 ５１ １２４ ２６ ２０１
就労期間 １年未満 １１ １９ １１ ４１

３年未満 １３ １７ ５ ３５
そ の 他 ８ １８ ６ ３２

合 計 ８３ １７８ ４８ ３０９

表６ 直近の就労期間と求職時の障害の公開または非公開

求職状況公開
または非公開

直近雇用 直
近の就労期間

求職時の公開
または非公開

Pearson の相関係 １ ．００７
数有意確率（両側） ． ．９０２
N ３３３ ３０９

直近の
就労期間

Pearson の相関係 ．００７ １
数有意確率（両側） ．９０２ ．
N ３０９ ３５２

表７ 求職時の障害の公開または非公開と直近の就労期間の相関係数

求職時に障害についてオープンにしなかった者１７８名のうち、１２４名は半年未満の就労継続でし
かなかった。これはオープンにしなかった者全体の約７０％を占めることになる。逆にオープンに
しても半年以内に仕事を辞めた者は、８３名中の５１名で全体の約６１％を占める。就労期間の長短と
求職時の障害の公開または非公開については、オープンにしない場合のほうが半年未満で辞める
者の割合が高くなっているように感じる。そこで、オープンにした場合としない場合の二群間で
の相関分析を行った（表７）ところ、有意な相関は認められなかった。このことから、精神障害
者の就労継続は、求職時の障害の公開もしくは非公開だけに強く影響されているものではなく、
それ以外の要因が影響しているといえる。

７ 求職方法について
就労経験者が求職時に利用した社会資源をまとめたのが、図７である。これは、就労経験者

３８２名から回答を得ることができた。オープンにしたと回答した４７人のうち、公共職業安定所（ハ
ローワーク）や保健所や施設・病院といったフォーマル機関を利用した者が半数以上を占めるの
に対し、障害をオープンにしなかったと回答した約半数が公共職業安定所を利用していた。ま
た、公共職業安定所を利用したと回答した７４人のうち、障害をオープンにした者は１３人と少数で
あった。
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図７ 求職方法 N＝３８２

現在の生活状況 合

計
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して勤め
ている

家 事・家
業を中心
的にやっ
ている

家 事・家
業 を 手
伝ってい
る（内 職
を含む）

作 業 所・
デイケア
な ど に
通ってい
る

家で過ご
すことが
多い

入
院
中

そ
の
他

今
後
働
け
る
条
件

正規の社員・職員
として働ける ６ ３ ３ ２０ ２ ９ ９ ５２

パート・アルバイ
トとして働ける ２ １３ １ ２ ４０ １１ １０ ２ ８１

パートなら働ける １ ６ ４ ７ ４４ ５ １２ １ ８０
働いても長続きし
ない １ １ ２ ３８ ８ １０ ６ ６６

わからない ２ ６ ２ ４４ １１ １６ ４ ８５
その他 ２ １ １ １２ ２ ６ ７ ３１
合 計 １０ ２６ １６ １４ １９８ ３９ ６３ ２９３９５

表８ 今後働ける条件と現在の生活状況のクロス表

このことから、障害をオープンにしないで就職した場合、親戚知人の紹介を除くと、精神障害
や精神障害者についての理解が得られない状況で就職していることが予想される。これは、当事
者にとって負荷のかかる就労であろう。

また、「ここ半年の状態から考えて、働く環境が整えば、あなたは働けると思いますか？」と
いう質問に対しては、約半数の２１４名が働けると回答している（図８）。しかし、働けると回答し
た者のうち、正規社員・職員として働けると回答した者は５２人で、働けると回答した者の２４％に
とどまっている。このことから、当事者自身も正規就労にやや消極的であることがうかがわれ
る。それは、表５・表６で示したとおり精神障害者の就労が長続きしないことと、図７で示した
とおり、オープンでの就労が少数であることなど、精神障害をオープンにしての正規雇用が難し
く、長続きしないことを当事者が感じているから、今後の就労にややネガティブな希望をもって
いるのではないだろうか。
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図８ 働ける環境が整えば働けるか

そのことを、際立たせているのが表８である。就労に遠い位置の作業所やデイケアを利用して
いる者は正規雇用より非正規雇用を志望するものが多いネガティブグループとなっている。

Ⅳ 考 察

これまでの結果を整理すると、精神障害者の就労支援の現状は、ハローワークや障害者職業セ
ンターといったフォーマルな就労支援機関の利用が活発でないことが明らかになった。特にハ
ローワークの利用に関しては、求職時に精神障害をオープンにして求職活動をしたと回答した人
が少ないことから、精神障害者の就労支援に利便性の高い社会資源になりえていないことが明ら
かになったといえる。

そのことをもう少し言及すると、「精神障害は認知の病である」といわれているように、その
疾患や生活障害により社会関係を上手に結ぶことが難しい。そのために、就労することよりも就
労を継続することのほうが難しく、そのことが重要な課題になっている。仮にハローワークで障
害を伏せて（クローズド）一般就労したとして、当事者が手帳を提示したり病歴を申告しなけれ
ば、障害者であることは見た目で判断はつきにくい。条件が折り合う職場が見つかれば、就職は
そんなに難しいことではないが、継続は難しい課題となるだろう。今回の調査でも、対象者の大
部分に就労経験があったが、３年以上就労を継続している者はごくわずかであった。

精神障害者にとって利便性の低い社会資源と、就労しても長く続かない現実が、表８で示した
とおり、授産施設やデイケアを利用する当事者に、ネガティブな就労意識を持たせているのでは
ないだろうか。多くの精神障害者にとって再発は、最も防ぐ必要のあることの一である。なぜな
ら、再発を繰り返すことによって、再発前のレベルまでのリカバリーは難しくなるからである。

以上のことから、今後の精神障害者就労支援の課題として、精神障害者が就労し継続できるた
めに効果的な社会資源の開発とそのリレーション、そして、当事者にとって効率的なコーディ
ネートが挙げられる。

精神障害者の就労ニーズを充足するために、医療機関や施設から就業レディネスを経て、就
労、就労継続支援といった流れが当事者から見て明らかになるように、当事者の利便性にそった
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社会資源のコーディネートを行う仕組みを地域の中で創出し、それを実践してゆく必要があると
いえる。
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［註］

（１）障害者の就労支援に関する省内検討会議：障害者の就労支援に関する今後の施策の方向性、厚生労働省、

２００４に示されている。

（２）精神障害者の雇用の促進等に関する研究会：精神障害者の雇用を進めるために－雇用支援策の充実と雇用

率の適用－、厚生労働省、２００４にて検討が開始され、２００６年４月より精神障害者は法定雇用率に参入され

るようになった。

（３）２００６年に大分県内の当事者と当事者家族、援助者、医療福祉関係者、研究者、行政関係者等で組織された

任意団体。２００８年の会員数は２００名以上で会員の会費（年間千円）を財源にして運営され、精神障害者の就

労を中心とした生活支援に関する調査分析、情報の収集と伝達、生活支援に関するマニュアル作成や行政

などへの提言、地域モデル作りを中心に活動を展開している。筆者は結成準備段階から加わり、現在副代

表として参加。

（４）大分精神障害者就労推進ネットワークが福祉医療助成機構の助成を受け作成した、大分県内に暮らす精神

障害者の就労支援マニュアル。就労を中心に生活の利便性を高めるための情報や相談援助機関の紹介、

ネットワークが行った調査や情報収集の報告が掲載されている。
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